







  はじめに 
 1959年 12月に開始された在日朝鮮人帰還事業（以下「帰還事業」と略称）は、数回に



















































 朝鮮戦争は 1953 年 3 月に当時のソ連首相スターリン（J.V. Stalin）が死去すると共に
停戦へと向かい、同年 7 月 27 日に国連軍と共産軍の停戦協定が締結されることで、現在
に至る休戦状態に入った。停戦と前後してソ連は、いわゆる「平和共存（co-existence）」
の外交政策を打ち出し、それを自国の勢力圏にある東欧や北朝鮮などにも知らせた。 





























































































































分化は、1950 年 6 月に朝鮮戦争が勃発するに従って決定的となり、各体制を支持する勢
力が日本国内で分立するようになった。一方が在日本朝鮮居留民団、後の大韓民国居留民














































































































































































































































進展し、北朝鮮では金日成が 1958 年 9 月 8 日に在日朝鮮人の受け入れ準備を表明した報
道に続き、副首相の金一が同年 10月 16日に配船の用意を声明した。そこで、日本政府は
1959年 2月 13日に岸内閣が帰還事業の推進を閣議了承、同時に日赤の協力を取り付けた。 
これを受けて同年 2 月 21 日からジュネーヴで日朝両赤十字社の会談が開始され、紆余
曲折の末、同年 8 月 13 日にカルカッタで帰還事業の関する両赤十字社間の協定が締結さ
れるに至った。だが、在日朝鮮人の帰国意思を確認するための国赤による立会をめぐり、
それが不純な政治的「選別（screening）」だとする北朝鮮からの批判が起こり、国赤を巻
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題の多かった中朝関係の脈絡の中で正しく捉えていない等、問題が多い。Tessa Moriss-Suzuki, Exodus 
to North Korea : Shadows from Japan’s Cold War（テッサ・モーリス・スズキ著、田代泰子訳『北朝鮮































（音訳）「偉大한 首領 金日成同志의 賢明한 領導밑에 戦後復旧建設과 社会主義基礎建設時期 主体性 
을 固守하기 위한 闘争」、『歴史科学』第 3号（平壌、2001 年）、11 頁。 
(８) 「外貨資源増大를 위한 諸対策에 대하여」（党中央政治委員会第 159 次会議決定書、1953 年 7 月 
18日）、朝鮮労働党中央委員会『絶対秘密 決定集（1947.8－1953.7 党中央政治委員会）』平壌、19 
54 年、165 頁（朝鮮文）。  
(９) 「『技手・機能工養成事業에 대한 諸対策에 관하여』内閣決定의 執行情形에 대하여」（常務委員 
会第 1次会議決定書、1953 年 8月 29日）、朝鮮労働党央委員会『絶対秘密 決定集（1953年度 全員 




(１１)「駐ソ連朝鮮大使館 1955 年度政治工作報告（抜粋）」（1956 年 3 月 31 日）、Российский 
государственный архив новейшей истории（РГАНИ），Ф.5，оп.28，д.314，л.271-279. 
(１２) 吉田は、この発言を自由党の秘密議員総会で行ったとされる。信夫清三郎『戦後日本政治史 1945
～1952』Ⅳ、勁草書房、1982 年、1151 頁。 
(１３) 『朝日新聞』1954 年 12月 21 日朝刊、22 日夕刊（共に電子版）。 
(１４) 重要な点は、この動きを北朝鮮が詳細にモニターしていた事実である。例えば、次の資料を参照さ
れたい。金武「『韓日通商中間会談』正体」、『颱風』23号（平壌、1949 年）、38-42 頁（朝鮮文）、The United 
States of America, National Archives and Record Administration (NARA), Record Group 242, 
Shipping Advise # 2005, Item 6, Box 62. (以下、RG○○, SA#○○,○/○、等のように略称) 
(１５) この後、李承晩は「久保田発言」を米韓交渉の道具として使用し、米国を悩ませた。当時、停戦後
に韓国による日本製品の購入を勧奨していた米国は、日韓の軋轢を利用して米国から一層の支援を引き出
そうとする李承晩の様子を記述している。The United States, Department of State, “Coming Telegram”, 
May 17, 1953, Seoul to Secretary of State, RG59, LM81, R27. 
(１６) この一文は、帰還事業で日本側の主役であった井上益次郎が書いたものであり、当時の日本政府の
みならず大半の日本人の本音を代弁していると言って良いであろう。日本赤十字社「在日朝鮮人帰国問題
の真相」（1956 年 9月 2 日）、9 頁、『外務省資料』0092-08. 
(１７) 帰還事業に関する資料は、既に出版された次がある。金英達・高柳俊男編『北朝鮮帰国事業関係資
料集』新幹社、1995 年。この資料集に収録されていない資料を筆者は、2012 年 5月と 8月に上京して入
手した。これらの資料にはインターネット上で公開されたものも少なくないが、事前に日本外務省情報公
開室に情報公開を申請し、未公開決定の資料を除き、全てをデジカメで撮影、収集した。 





                                                                                                                                                     
定、公布して引揚援護局長に「非日本人の帰還に関する件」という通牒を発したが、それに応じた者は残
余朝鮮人の 16％であった。さらに、1947 年 2月から 1950 年 5月までに佐世保から日本政府の費用負担
で 16,990名が帰還後、同年 11月 19 日に連合国軍総司令部は「本日以降、非日本人の自発的引揚は、本
人の責任である」と日本政府に指示した。この結果、帰還事業は在日朝鮮人にとって祖国へ戻る希少な機
会と思われることになった。前掲「在日朝鮮人帰国問題の真相」、2-4 頁、『外務省資料』0092-08、所収。 








(２１) 前掲「在日朝鮮人の生活の実態」、19-20 頁、『外務省資料』0092-10.  
(２２) 戦後初期における在日朝鮮人の結集と分裂を整理した先駆的な研究としては、次を参照されたい。





という。李瑜煥、同上書、24 頁。  
(２４) 
「対日関係改善に関する北朝鮮外相の声明」（1955 年 2月 25 日）、神谷不二編『朝鮮問題戦後資料』
第 2 巻、日本国際問題研究所、1978 年、444 頁。 







央委員会における反金日成派の発言を封じたので、翌 31 日に運動の首謀者４名が中国へ亡命した。 
(２７) 
同事件について、中ソによる介入の限界を指摘した最近の論文には次がある。李鍾奭「中・蘇의 北
韓内政干渉事例研究：8月宗派事件」、『世宗政策研究』第 6 巻 2号（ソウル、2010 年）、381-419 頁。 
(２８) 当時、北京では中国共産党第 8 回大会が開催されていて、朝ソはじめ各国の代表団が党大会参席の
ため訪中していた。「毛主席接見蘇共中央代表団談話記録」、北京、中南海頤年堂、1956 年 9月 18 日、『中
国外交部档案館文書 53-56』所収。 
(２９)「毛主席接見朝鮮代表団談話記録」、北京、中南海頤年堂、1956 年 9月 18 日、同上書。 
(３０) この決定は、中ソ共同訪朝団からの強い要求により労働党機関紙『労働新聞』に掲載された。
「朝鮮労働党中央委員会에서」、『労働新聞』1956 年 9月 29 日 1面。 








「朝鮮民主主義人民共和国の情勢」（1955 年 4月 7 日）、РГАНИ，Ф.5，оп.28，д.314，л.33-63. 
(３３) 筆者は現在、このテーマを含む論考“Background of Decision on the Withdrawal of the Chinese 
Volunteer Army from North Korea in 1956”を『中国歴史評論（The Chinese Historical Review）』に
寄稿依頼中である。 
(３４) 彼は 1956 年 11月 1 日、国連総会宛に書簡を送り、ソ連軍の軍事介入に抗議しつつ即時の撤収を要
求、同時にハンガリーのワルシャワ条約からの脱退を宣言して、自国の中立化を米英仏ソの４大国が保障
するよう要求した。Official Records, Document A/3251“Hungary : request for the inclusion of an 
additional item in the agenda of the General Assembly” (1 November 1956),Second Emergency 
Special Session, United Nations General Assembly, New York, 1956. 









については疑問」と考えていた。以上は、平壌駐在ソ連大使イワノフの 1956 年 11月 28 日の日記からの
引用である。РГАНИ，56.11.14，SD20560-1，Ф.5，оп.28，д.411，л.287-313． 
(３６) 「毛沢東と駐中国ソ連大使ユージンの会談記録」（1956 年 11月 30 日）、『俄国档案原文复印件汇




求する」と述べた。実際には 1958 年 1月に北朝鮮の最高人民会議から中国に志願軍の撤収を要求すると
同時に米軍の南朝鮮からの撤収を要求し、合わせて周恩来の北朝鮮訪問を要請したのに合わせて、同年 2
月 5 日に北朝鮮政府が朝鮮半島からの一切の外国軍隊の撤収を要求する声明を発表、これに同月 7 日に
中国が応える形で事態が進んだ。同年 2 月 14 日に平壌へ到着した周恩来が滞在中の同月 19 日、中朝共
同宣言が公表されて、志願軍の完全撤収が確定した。この後、志願軍司令部が中心となって数度にわたり
声明を発表しながら撤収を指導する中、中朝友好親善の雰囲気に包まれて撤収が推移し、最終的に 1958
年 10 月 23 日、金日成が志願軍司令部を接見、同時に平壌市民による司令部の歓送大会を開いて、鳴り
物入りで志願軍の完全撤収を終了した。駐平壌ソ連大使プザノフの 1957 年 12 月の日記による。Архив 
Внешней Политики Российской Федерации (АВПРФ)，57.11.12，SD20606，ф.0102，оп.13，д.5, 
57.11.26，SD20610，ф.0102，оп.13，д.5, 57.12.14，SD20611，ф.0102，оп.14，д.6，л.14-25. また
『労働新聞』1958 年 2月 6 日 1面、2月 8 日 1面、2月 14 日 1面、2月 20 日 1面、4月 26 日 1面、10
月 24 日 1-2面、10月 31 日 1面などを参照されたい。 
(３８) 早くも 1957 年 2 月の訪朝時、周恩来は「国際主義」を強調しつつ「今後も必要であれば、我々は
以前と同様に出来る」とし、南朝鮮からの米軍撤収に関して「朝中人民の利益を保衛するため共同闘争を
一緒に継続して、しごく丁寧に米国の統治集団に現在すでに当該の問題が明確な結論に到達した後である
ことに我々は注意を促すであろう」と付け加えた。1958 年 2月 19 日付プザノフ日記による。АВПРФ，
58.02.14，SD20614，ф.0102，оп.14，д.6，л.32-60. 
(３９) これは、ポアシエ国際赤十字社委員長宛の書簡中の記述である。井上益次郎「北鮮引揚問題」（1955








る。「国際赤十字社覚書に対する処理方針（案）」（1957 年 2月 8 日）、『外務省資料』0091-18．  
(４２) 「日韓会談に関する韓国側の意図について気付の点」（1959 年 7月 29 日）、『外務省資料』0094-41.  
(４３) 「在日朝鮮人帰国問題に関する国際赤十字委員会覚書の處理試案（未定稿）」（昭和 32 年 3月 9 日）、
『外務省資料』0091-18．未定稿ながら、この一文は日本政府の対応をよく示している。  
(４４) 井上益次郎「在日朝鮮人の帰還問題：その問題点と展望」、『国際時評』1965 年 11月、『外務省資料』
0091-29. 
(４５) このような認識は、日本政府とりわけ自民党政府の認識に通底して存続し、例えば 1996年 8月 8日
に当時の官房長官だった梶山静六は、日経連トップセミナーで有事立法の必要性を強調した際、朝鮮有事
では在日の民族組織を通じて日本でゲリラ戦が展開される等と発言した。「朝鮮半島有事を想定の梶山官




（1955 年 11月 14 日付）、『外務省資料』0091-17. 
(４７) その利用は、あくまでも政治色が無いようにカモフラージュするためであった。井上は手紙の下書






                                                                                                                                                     
「書簡」（年月日記載なし）、『外務省資料』0094-7. 
(４８) 本論ではテーマの関係上、米国の関与には立ち入らない。ただし、筆者は 2013 年 9月にカシッジ・
パーク・シティにある米国立公文書館（NARA, National Archives Ⅱ：NAⅡ）で帰還事業への米中央情
報部（CIA）の関与如何を調査した事実だけを記しておく。 
(４９) 前掲「北鮮引揚問題」、『外務省資料』0091-17．このような認識は本年 2月 17 日に国連北朝鮮人権
調査委員会が提出した報告書で、北朝鮮が「国家最高レベル」で人権侵害を行っていると非難したところ
からも裏付けられる。『朝日新聞』2014 年 2月 18 日（電子版）。 
(５０) 外務省文化局長談「日韓会談に関するわが方の立場」（1959 年 4月 27 日）、『外務省資料』0094-4.  
(５１) 駐ソ連朝鮮大使の李新八が 1959 年 10月 7 日に言明した話である。АВПРФ，59.10.07，SD20707，




った人の物語」、佐賀大学文化教育学部 1号館 1 階 2号教室、2012 年 10月 8 日。帰還当時の様子につい
ては、彼女の著書に詳しい。韓錫圭『日本から「北」に帰った人の物語』新幹社、2007 年、18-21 頁。 
(５３) Headquarter, United Nations Command, APO 301,One Hundred and Thirteenth Meeting of 
Military Armistice Commission held on 4 December 1959 (14 December 1959), RG 59, C0019 





術的手段（例えば送信機としてのラジオ）を紹介する機会を提供する。」とある。“Report, Embassy of the 
GDR in the DPRK to the Foreign Policy and International Department of Socialist Unity Party GDR, 
14 March 1961”,CWIHP Bulletin，op.cit.,pp.40-41．SAPMO-BA，Dy 30，IV 2/20/137，T6910，№1. 
(５５) これは、1960 年 7月 26 日に金日成と面談したプザノフの日記記録である。АВПРФ, 60.08.09，
SD20736，ф.0102，оп.16，д.7，л.16-42． 
(５６) 「北鮮帰還問題に関する、わが方基本方針及びジュネーヴ交渉の経過に関する米国への説明資料」
（1959 年 6月 20 日）、『外務省資料』0094-19. 
(５７) 前掲「在日朝鮮人帰国問題の真相」、11 頁、『外務省資料』0092-08.  
(５８) 前述の韓錫圭（仮名）は、在日朝鮮人の日本への帰還に先立ち、まず日本人妻の帰還を実現すると
ころに日朝両政府が合意すべきだと力説した。前掲「韓錫圭ハルモニ講演会」による。 
